
その他 5億4,419万円   3.8%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億513万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  4,599万円
● 自動車取得税交付金
　　　　　　  1,435万円
● ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　  　591万円
● 配当割交付金 512万円
● 環境性能割交付金
 361万円
● 株式等譲渡所得割交付金
 286万円
● 交通安全対策特別交付金
 239万円
● 利子割交付金 181万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　5,383万円
・ 社会保険事業　5,666万円
・ 保健衛生事業　5,175万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　 143億8,840万円

● 地方消費税交付金 3億5,702万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰入金
4億7,242万円 3.3％

繰越金
7億252万円 4.9%

使用料・手数料・分担金等
1億8,570万円 1.3％

諸収入
２億8,186万円 1.9％

財産収入
　4,438万円 0.3％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　 134億7,483万円

商工費
2億3,040万円

1.7％
衛生費

5億1,910万円
3.8％

議会費
1億1,514万円

0.9％
災害復旧費

1億2,598万円
0.9％

消防費
5億4,707万円

4.1％

寄附金
5億6,018万円 3.9％

町税
20億25万円

13.9％

自主財源
42億4,731万円

29.5％
依存財源

101億4,109万円
70.5％

国庫支出金
9億9,669万円

6.9％

県支出金
13億207万円

9.0％

町債
24億6,881万円

17.2％

地方交付税
48億2,933万円  33.6％

● 普通交付税 45億660万円
● 特別交付税 3億2,273万円

総務費
31億6,233万円

23.4％

民生費
28億2,656万円

21.0％

公債費
17億195万円

12.6％

教育費
15億5,789万円

11.6％

農林水産業費
14億6,259万円

10.9％

土木費
12億980万円

9.0％

● 町民税 8億6,283万円
● 固定資産税 8億6,799万円
● 軽自動車税 8,059万円
● 町たばこ税 1億1,270万円
● 鉱産税 360万円
● 都市計画税 6,330万円

● 入湯税  824万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年4月1日および令和元年10月1日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

● 特別土地保有税 100万円

その他　　1,602万円　0.1％
● 労働費 1,524万円
● 諸支出金 78万円

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　1億6,224万円 決

算
報
告

令和元年度
一
般
会
計

黒
字
決
算

　

令
和
元
年
度
の
一
般
会
計
の

決
算
額
は
、
歳
入
が
１
４
３
億

８
，８
４
０
万
円
、
歳
出
が
１

３
４
億
７
，４
８
３
万
円
で
す
。

　
歳
入
歳
出
の
差
引
額
は
、
９

億
１
，３
５
７
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

歳
　
入

歳
入
は
前
年
度
よ
り

５
億
５
，４
６
５
万
円
の
増

　

令
和
元
年
度
の
歳
入
は
総
額

で
前
年
度
比
５
億
５
，４
６
５

万
円
増
の
１
４
３
億
８
，８
４

０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
国

庫
・
県
支
出
金
、
町
債
借
入
額

の
増
加
や
減
債
基
金
繰
入
金
の

皆
増
に
よ
り
、
全
体
と
し
て
増

加
し
ま
し
た
。

歳
　
出

歳
出
は
前
年
度
よ
り

３
億
４
，３
６
１
万
円
の
増

　

令
和
元
年
度
の
歳
出
は
総
額

で
前
年
度
比
３
億
４
，３
６
１

万
円
増
の
１
３
４
億
７
，４
８

３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
土
木

費
や
教
育
費
、
商
工
費
が
減
額

し
た
一
方
で
、
農
林
水
産
業
費

や
総
務
費
、
消
防
費
、
衛
生
費

が
増
加
し
ま
し
た
。

町
債・基
金
の
状
況

町
債
現
在
高

　

町
債
（
町
の
借
金
）
現
在
高

は
、
前
年
度
比
８
億
４
，３
６
９

万
円
増
の
１
６
３
億
１
６
３
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

町
債
の
借
入
れ
は
、
本
庁
舎

等
整
備
事
業
や
幼
稚
園
・
小
中

学
校
普
通
教
室
等
空
調
整
備
事

業
、
町
道
整
備
事
業
等
に
使
わ

れ
ま
し
た
。

　

臨
時
財
政
対
策
債
※
は
、
２

億
３
，９
１
１
万
円
で
し
た
。

基
金
現
在
高

　

基
金
（
町
の
貯
金
）
現
在
高

は
、
前
年
度
比
２
億
９
，１
９
０

万
円
減
の
４
６
億
７
，２
５
５
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
う
ち
、

計
画
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た

め
の
積
立
金
で
あ
る
財
政
調
整

基
金
は
１
２
億
４
，４
９
１
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
町
民
１
人
当

た
り
の
基
金
の
現
在
高
は
、
約

２
３
万
円
と
な
り
ま
す
。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
【 

町
　
税 

】

　

町
に
納
め
ら
れ
た
税
金
。

な
お
、
消
費
税
や
自
動
車
重

量
税
な
ど
の
一
部
は
、
交
付

金
や
譲
与
税
と
し
て
国
や
県

か
ら
収
入
さ
れ
ま
す
。

【 

繰
入
金 

】

　

基
金
や
他
会
計
か
ら
取
崩

し
、
会
計
へ
繰
り
入
れ
る
お

金
。

【 

地
方
交
付
税 

】

　

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し

た
税
金
の
中
か
ら
、
町
の
財

政
状
況
に
応
じ
て
国
か
ら
交

付
さ
れ
る
お
金
。

【 

町
　
債 

】

　

町
の
借
金
。
大
規
模
事
業

を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融

機
関
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
る

お
金
。

※
臨
時
財
政
対
策
債

　

地
方
の
財
源
不
足
を
補
う

た
め
、
特
例
的
に
認
め
ら
れ

た
町
債
の
ひ
と
つ
。
そ
の
償

還
費
用
は
後
年
度
の
地
方
交

付
税
と
し
て
町
に
収
入
さ
れ

る
た
め
、
地
方
交
付
税
の
肩

代
わ
り
と
い
え
る
も
の
。

【 

国
庫
・
県
支
出
金 

】

　

特
定
の
目
的
の
た
め
に
国

や
県
か
ら
支
出
さ
れ
る
お
金
。

【 

民
生
費 

】

　

子
ど
も
や
高
齢
者
、
障
が

い
者
な
ど
を
対
象
と
し
た
、

福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

総
務
費 

】

　

広
報
や
庁
舎
な
ど
、
町
の

全
般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る

お
金
。

【 

教
育
費 

】

　

小
中
学
校
や
公
民
館
、
文

化
活
動
、
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な

ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

土
木
費 

】

　

道
路
や
除
雪
、
公
園
な
ど

の
維
持
管
理
や
整
備
に
使
わ

れ
る
お
金
。

【 

農
林
水
産
業
費 

】

　

農
林
水
産
業
の
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

公
債
費 

】

　

借
り
入
れ
た
町
債
の
返
済

な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

消
防
費 

】

　

消
防
活
動
に
使
わ
れ
る
お

金
。

【 

衛
生
費 

】

　

健
康
づ
く
り
、
環
境
対
策
、

ご
み
処
理
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金
。

【 

商
工
費 

】

　

商
工
業
や
観
光
の
振
興
な

ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

歳
入
編

歳
出
編

財
政
用
語
解
説

一般会計

　
令
和
元
年
度
の
庄
内
町
各
会
計
決
算
が
9
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
町
の
会
計
は
、
一
般
会

計
と
特
別
会
計
の
２
つ
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
は
行
政
を
運
営
し
て
い
く
上
で
基
本
と

な
る
会
計
で
す
。
特
別
会
計
と
は
、
国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
な
ど
特
定
の
事
業
に
つ
い
て
そ
の

収
支
を
明
確
に
す
る
た
め
に
一
般
会
計
と
分
け
て
設
置
す
る
会
計
で
す
。
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主
な
施
策
こ
れ
ま
で
の
実
績

子育て応援
住宅管理事業

【 概　要 】
　民間事業者が建設した
住宅全戸を借上げ、更に
周辺環境の整備として児
童遊園を整備しました。

※１人あたりの合計金額は、令和2年3月31日現在の人口20,850人で除し、四捨五入したものです。

総務費
151,671円

民生費
135,567円

衛生費
24,897円

農林水産業費 
70,148円

商工費
11,050円

土木費
58,024円

消防費
26,238円

教育費
74,719円

公債費
81,628円

その他
12,333円

町民1人あたりに使ったお金町民1人あたりに使ったお金 646,275646,275円円

固定資産税
41,630円

町民税
41,383円

町たばこ税
5,405円

その他
7,517円

町民1人あたり町民1人あたり
の町税負担の町税負担 95,93595,935円円

　
南
野
地
内
に
建
設
さ
れ
た
子
育

て
世
帯
に
特
化
し
た
住
宅
16
戸
が

令
和
2
年
1
月
に
完
成
し
、
町
が

住
宅
全
部
を
一
括
借
上
げ
し
、
子

育
て
世
帯
に
低
廉
な
家
賃
で
提
供

し
て
い
ま
す
。
今
後
も
各
方
面
へ

住
宅
の
良
さ
を
Ｐ
Ｒ
し
な
が
ら
入

居
の
相
談
等
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
地
域
の
子
ど
も
た
ち
と

入
居
し
て
い
る
子
ど
も
た
ち
が
触

れ
合
う
機
会
の
創
出
を
目
的
に
南

野
児
童
遊
園
を
整
備
し
、
周
辺
の

南
野
グ
ラ
ウ
ン
ド
の
利
用
を
含
め
、

住
み
や
す
い
環

境
づ
く
り
を
図

り
ま
し
た
。

　
こ
れ
ま
で
、
町
税
等
を
納
付
書

で
納
付
す
る
場
合
、
金
融
機
関
や

役
場
の
窓
口
で
納
付
い
た
だ
い
て

い
ま
し
た
が
、
令
和
２
年
４
月
か

ら
全
国
の
主
な
コ
ン
ビ
ニ
や
一
部

の
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
、
ス
ー
パ
ー

等
で
も
簡
単
に
納
付
が
で
き
る
よ

う
整
備
し
ま
し
た
。

　
納
付
対
象
は
、
個
人
町
県
民
税
、

固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
国

民
健
康
保
険
税
、
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
、
介
護
保
険
料
、
保
育

所
保
育
料
、
学
童
保
育
料
、
幼
稚

園
給
食
費
お
よ
び
バ
ス
負
担
金
、

預
か
り
保
育
料
、
育
英
資
金
返

還
金
、
町
営

住
宅
使
用
料
、

ガ
ス
上
下
水

道
使
用
料
と

な
り
ま
す
。

子
育
て
に
特
化
し
た
住
宅
を

低
廉
な
家
賃
で
提
供

　
約
４
０
０
年
前
、
荘
内
藩
酒
井

家
が
設
置
し
た
清
川
関
所
は
、
庄

内
へ
出
入
り
す
る
人
・
物
を
監
視

す
る
重
要
な
場
所
で
し
た
。
関
所

の
復
元
に
よ
り
、
歴
史
の
里
清
川

が
体
感
で
き
、
ま
ち
歩
き
の
拠
点

施
設
と
し
て
町
内
外
か
ら
多
く
の

方
に
利
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
清
川

歴
史
公
園
管
理
運
営
委
員
会
が
中

心
と
な
り
企
画
・
運
営
を
担
い
、

き
よ
か
わ
観
光
ガ
イ
ド
の
会
や
食

事
処
御
殿
茶

屋
が
町
内
外

の
観
光
客
を

も
て
な
し
て

お
り
、
好
評

を
博
し
て
い

ま
す
。

荘
内
藩
清
川
関
所

（
川
口
番
所・船
見
番
所
）復
元

全
国
の
コ
ン
ビ
ニ
で

「
い
つ
で
も
」納
付
で
き
ま
す

コンビニ収納
システム構築事業

【 概　要 】
　町税等を全国のコンビ
ニで納付できるようシス
テムを構築しました。

第２期庄内町まち・ひと・しごと
創生総合戦略策定業務

生活困窮者等相談支援事業

プレミアム付商品券事業

庄内町シンボル風車
撤去解体工事

新型コロナ感染症対策

本庁舎等整備事業

マイナンバーカード
交付普及促進事業

幼児教育・保育の無償化

持家住宅建設事業

小出沼農村公園
ひまわり橋改修工事

【 概　要 】
　従前の施策を引き継ぎながら、雇用の創出、関係人口の
創出、移住・定住促進により、人や地域、まちが元気にな
る魅力的な地域づくりの実現に向け、第２期庄内町まち・
ひと・しごと創生総合戦略を策定しました。

【 概　要 】
　80・50問題等、多様化、複雑化する社会問題の根底に
ある生活困窮の課題を解決するため、庄内町社会福祉協議
会に事業を委託して、専門的知識を持った相談員を配置し、
あらゆる相談の総合窓口としました。令和元年度の相談者
は58人、収入や生活費についてなど、のべ137件の相談
に対応しました。

【 概　要 】
　(協)ギフト庄内町が発行するプレミアム付き商品券の事業
費を補助しました。１回目は発行総額1,050万円（プレミア
ム率５%）、使用期間６月２日から11月30日まで。２回目は
発行総額1,650万円（プレミアム率10%）、使用期間12月
１日から翌年５月10日まで。特に２回目発行分の使用期間
を見直し、卒業や入学の準備などにも使いやすくしました。

【 概　要 】
　強風を逆手にとり、逆転の発想でまちおこしに挑戦した

「風の町（旧立川町）」の象徴として、平成５年に稼働した
風車村のシンボル風車は、老朽化が進み、危険防止のため
撤去され、その役目を終えました。

【 概　要 】
　令和２年２月25日に「庄内町新型コロナウイルス感染
症対策本部」を設置し、国の基本指針等に基づき、町民の
感染対策、イベント等に関する今後の対応、小中学校等の
対応、町有施設の利用制限などについて検討しました。

【 概　要 】
　住環境の整備と町内の建築業界の振興を目的として持家
住宅建設祝金は184件、リフォーム祝金は107件を受付
し、支援しました。また、令和元年10月から消費税率が
10％となったことによる建築業界の受注落ち込み対策と
しての新制度において26件を受付し、業界の景気対策を
含め支援しました。

【 概　要 】
　鳥海山の絶好のビューポイントとなっている小出沼農村
公園内の、老朽化していたひまわり橋を改修して、安心安
全に憩える水辺空間、交流の親水広場として整備を実施し
ました。

【 概　要 】
　令和元年10月1日から、3歳から5歳までの幼稚園、保
育所、認定こども園などを利用するお子さんと0歳から2
歳までの町民税所得割非課税世帯のお子さんの保育料が無
償化されました。費用の負担軽減や子育てと仕事の両立の
ため子育て世代を支援しています。令和元年度の無償化対
象者は合わせて406人となりました。

【 概　要 】
　マイナンバーカード交付の普及促進を図るため、マイナ
ンバーカードの交付申請の方法等を広報紙等に掲載すると
ともに、役場窓口や確定申告会場でマイナンバーカード交
付申請や電子証明書の更新、マイキー ID設定等を支援し
ました。令和元年度末までに2,175枚を交付し、交付率
は10.17%でした。

【 概　要 】
　平成30年度に着工した本庁舎の本体工事は、令和元年
度にサイン工事等を行い、令和２年３月に新庁舎が完成し
ました。今後は、役場旧本庁舎等を解体、駐車場などを整
備し、令和２年度末に事業が完了する予定です。

立川地域振興事業
（清川歴史公園
の管理運営）

【 概　要 】
　平成31年4月、清川歴
史公園の清川関所がオー
プンしました。
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■チェック項目の解説
　実質公債費比率は増加してお
り、これは一般会計に係る元利
償還金の増加等によるものです。
　将来負担比率は、地方債現在高
の増等により、将来負担額は増加
となりましたが、充当可能な財源
の増加等により、やや改善してい
ます。

健
康
診
断

財
政

健
康
診
断

財
政

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

平成
30年度

令和
元年度

早期健全化
基準

① 実質赤字比率 赤字なし 赤字なし     13.99
② 連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし     18.99
③ 実質公債費比率※ 11.2 11.9   25.0
④ 将来負担比率 72.6 72.3 350.0

財政の健康状態を示す４つのチェック項目

■町（市）債【借金】残高（単位：億円） ■基金【貯金】残高 （単位：千万円）

比較市町の人口

■ 河 北 町：18,015人

■ 高 畠 町：22,850人

■ 尾花沢市：15,525人

■ 村 山 市：23,174人

□ 庄 内 町：20,593人
(平成31年4月1日現在）

MEMO

68.47

村山市  高畠町  河北町 尾花沢市 庄内町
0

50

100

150

200

0

100

200

300

400

500

庄内町河北町高畠町村山市 尾花沢市

138.87

163．02

138.84
128.50

67.21

233.3
266.0

159.6152.3

467.3

■人口が同規模の県内市町と比較してみました

　

自
治
体
の
財
政
が
健
全
か
ど
う
か
を

表
す
指
標
と
し
て
、
健
全
化
判
断
比
率

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
指
標
は
、
毎
年
度
、

議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
町
民
の

み
な
さ
ん
に
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
財
政

指
標
は
「
実
質
赤
字
比
率
」「
連
結
実

質
赤
字
比
率
」「
実
質
公
債
費
比
率
」

「
将
来
負
担
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」

の
５
つ
で
、
資
金
不
足
比
率
を
除
く
４

つ
の
指
標
を
ま
と
め
て
健
全
化
判
断
比

率
と
い
い
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率
で
は
、
財
政
運
営

が
破
た
ん
状
態
に
な
る
財
政
再
生
基
準

と
、
そ
の
手
前
の
財
政
状
態
の
危
険
を

示
す
早
期
健
全
化
基
準
が
設
け
ら
れ
て

い
て
、
４
つ
の
指
標
が
す
べ
て
基
準
以

内
で
あ
れ
ば
財
政
状
態
が
健
全
と
さ
れ

ま
す
。

　

本
町
は
全
て
の
比
率
に
お
い
て
、
早

期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
お
り
、
健

全
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

■資金不足比率
　特別会計等の資金不足額が、事業規
模（料金収入）に対してどれだけの割
合を占めるかを指標化したものです。
　算定の結果、どの会計も資金不足は
ありませんでした。

　実質赤字比率
　一般会計などの実質赤字額が、
標準財政規模※に対して、どれ
だけの割合を占めるかを指標化
したものです。

　実質公債費比率
　一般会計などが負担する全会計お
よび一部事務組合などの元利償還金
などが、標準財政規模に対して、どれ
だけの割合を占めるかを指標化した
ものです。

　連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を
合算し、町全体としての赤字額
が、標準財政規模に対して、ど
れだけの割合を占めるかを指標
化したものです。

　将来負担比率
　一般会計が将来負担すべき、全会
計、一部事務組合、公社、第３セク
ターを含めた実質的な負債額が、標
準財政規模に対して、どれだけの割
合を占めるかを指標化したものです。

1

2

3

4

※標準財政規模…国庫補助金などの特定財源を除いた毎年経常的に収入される
一般財源の規模のこと。町の標準的な財政規模を示します。

☑ 特別会計
区　　分 歳　　入 歳　　出 差　　引

国 民 健 康 保 険 24億2,105万円 22億2,371万円 1億9,734万円
後期高齢者医療保険 2億4,871万円 2億4,506万円 365万円
介 護 保 険 28億3,059万円 27億6,921万円 6,138万円
風 力 発 電 事 業 1億740万円 7,792万円 2,948万円

☑ 企業会計
◆水道事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）

区　　分 収　　入 支　　出 差　　引
事業運営に伴う収支（収益的収支） 5億8,507万円 5億4,621万円 3,886万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 2億88万円 3億8,463万円 ▲1億8,375万円

※資本的収支の不足分は、当年度消費税および地方消費税資本的収支調整額、過年度および当年度損益勘定留保資金で全額補てんし
ました。

◆下水道事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）
区　　分 収　　入 支　　出 差　　引

事業運営に伴う収支（収益的収支） 10億1,607万円 10億440万円 1,167万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 6億4,620万円 6億4,808万円 ▲188万円

※ 資本的収支の不足分は、当年度引継金で全額補てんしました。
　資本的収入のうち、工事に充当する受益者負担金・分担金は、当年度に下水道工事がなかったため、翌年度の工事資金として繰り

越しました。

◆ガス事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）
区　　分 収　　入 支　　出 差　　引

事業運営に伴う収支（収益的収支） 4億9,803万円 4億7,644万円 2,159万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 2,897万円 6,482万円 ▲3,585万円

※資本的収支の不足分は、当年度消費税および地方消費税資本的収支調整額、過年度損益勘定留保資金で全額補てんしました。

定
し
た
運
転
に
努
め
ま
す
。

企
業
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計

【 

水
道
事
業
会
計 

】

　
有
収
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収
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な
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よ
り
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し
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．4
％
と
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ま
し
た
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は
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万
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と
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た
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【 

下
水
道
事
業
会
計 

】

　
令
和
元
年
度
よ
り
農
業
集
落
排
水
事
業
特

別
会
計
と
下
水
道
事
業
特
別
会
計
を
下
水
道

事
業
会
計
と
し
て
公
営
企
業
会
計
へ
移
行
し

ま
し
た
。

　

有
収
水
量（
使
用
料
徴
収
の
対
象
と
な
っ

た
水
量
）は
前
年
度
よ
り
１
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％
減
少
、
有

収
率
は
前
年
度
よ
り
１
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ポ
イ
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ト
増
加

し
１
０
３
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と
な
り
ま
し
た
。
収
益
的

収
支
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、
１
，１
６
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万
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黒
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と
な
り

ま
し
た
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【 

ガ
ス
事
業
会
計 

】

　

販
売
ガ
ス
量
は
前
年
度
よ
り
５
．６
％
減

少
し
ま
し
た
。
原
料
ガ
ス
の
購
入
量
も
減
少

し
、
売
上
原
価
が
前
年
度
よ
り
４
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％
減

少
し
ま
し
た
。
収
益
的
収
支
は
2
，１
５
９

万
円
の
黒
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と
な
り
ま
し
た
。
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別
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国
民
健
康
保
険
特
別
会
計 

】

　
国
民
健
康
保
険
給
付
費
支
出
額
は
、
対
前

年
度
比
93
．2
％
、
１
億
３
８
０
万
円
の
減

少
と
な
り
ま
し
た
。
事
業
は
国
民
健
康
保
険

税
の
ほ
か
、
県
か
ら
の
補
助
金
等
に
よ
り
運

営
し
て
い
ま
す
。

【 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
特
別
会
計 

】

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
１
億
6
，

0
８
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
町
で
は
、
こ

の
保
険
料
を
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
事
業

運
営
者
で
あ
る
山
形
県
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
へ
納
付
し
ま
し
た
。
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介
護
保
険
特
別
会
計 

】

　
介
護
給
付
費
お
よ
び
地
域
支
援
事
業
費
支

出
額
は
、
対
前
年
度
比
１
０
２
．６
％
、
６
，

８
０
５
万
円
増
加
し
ま
し
た
が
、
介
護
保
険

事
業
計
画
内
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
介
護
保

険
料
の
収
納
額
は
、
現
年
度
分
特
別
徴
収
で

５
億
４
，４
１
５
万
円
、
現
年
度
分
普
通
徴

収
で
２
，６
２
９
万
円
、
滞
納
繰
越
分
で
１

０
２
万
円
と
な
り
、
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納
率
は
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と

な
り
ま
し
た
。

【 

風
力
発
電
事
業
特
別
会
計 

】

　
平
成
30
年
度
に
主
要
機
器
の
修
繕
を
行
っ

た
こ
と
に
よ
り
稼
働
率
が
向
上
し
、
年
間
売

電
収
入
が
前
年
度
比
56
％
増
の
5
，７
２
２

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
今
後
も
機
器
の
自
主
保
全
を
実
施
し
、
安

特別会計・企業会計

※３カ年平均

■決算報告に関する問合せは
　総務課財政係☎0234-42−0130
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